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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、モザンビーク政府および関係機関との協議に基づき、

2007 年 4 月に討議議事録（Record of Discussion：R/D）を署名し、モザンビーク共和国ソファラ

州における HIV/AIDS 啓発のための IEC 活動強化プロジェクトを開始した。 
今般、プロジェクトの終了時評価を実施することを目的として、2010 年 2 月に調査団を派遣し、

モザンビーク国政府および関係機関との間でプロジェクトの進捗状況の確認と DAC5 項目評価に

基づいた評価、提言と教訓の抽出を行った。 

本報告書は、同評価調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの実施にあたっ

て活用されることを願うものである。 

最後に、本調査にご協力をいただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き

続き一層のご支援をお願いする次第である。 

 
平成 22 年 3 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
モザンビーク事務所所長 宿野部 雅美 
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小規模案件用「終了時評価表」 
１．案件の概要 

国名：モザンビーク共和国 案件名： ソファラ州における HIV/AIDS 啓発の

ための IEC 活動強化プロジェクト 

分野：保健医療 援助形態： 技術協力プロジェクト 

主管部署：モザンビーク事務所 協力金額（評価時点）：4,290 万円（2009 年度末

見込み） 

先方関係機関：国家エイズ対策委員会 

日本側協力機関：特になし 

協 力 期

間 

R/D 記載年月日： 

2007 年 4 月 10 日～2010 年 4 月 9
日 他の関連協力：特になし 

１－１ 協力の背景と概要 

モザンビーク共和国（以下、「モザンビーク」と記す）における HIV 成人（15～49 歳）感染

率は約 16％、成人感染者数は約 180 万人、約 15 万人が AIDS で死亡している（UNAIDS/WHO, 
2006）。モザンビーク保健省では、新規感染者は毎年 20 万人を超えると推計しており、新規感

染者の約 60％が 15～24 歳の若者であること、また、15 歳以下の年齢層にも感染は拡大してお

り新規感染者の約 15％を占めていること等が報告されている。同保健省の調査では、北部地域

感染率は約 7％、中部地域 17％、南部地域 14％と推測されており、感染率の地域格差がみられ

る中、「ベイラ街道」と呼ばれる交通の要所を擁する中部ソファラ州の感染率は約 24％と高い

状況にあった。モザンビークでの HIV 感染は、南部アフリカ諸国に比べると拡大開始時期が遅

く、拡大速度も緩やかであったが、1992 年の和平協定締結以降の人口移動の活発化に伴い、感

染拡大速度が速まっている。主な感染経路は異性間性交渉であり、次いで母子感染と報告され

ている。 

HIV 予防啓発は正しい知識の普及からと考えたモザンビーク国家エイズ対策委員会（CNCS）

より、過去に JICA により供与された啓発用機材を活用し、新規感染が拡大している若者（15

～30 歳）をターゲット・グループとして、行動変容をめざした教育・啓発活動（IEC 活動）を

ソファラ州で促進するため「ソファラ州における HIV/AIDS 啓発のための IEC 活動強化プロジ

ェクト」が要請され、2007 年 4 月から 2010 年 4 月までの予定で開始された。同プロジェクト

は、長期専門家は派遣せず、CNCS および州支部（NPCS）を C/P 機関、ならびに社会コミュニ

ケーション機関（ICS）を実施機関として活動が開始された。しかしながら、実際の活動は現

地 NGO であるモザンビークキリスト教徒評議会及び KAP 調査のための現地コンサルタントを

活用し実施中である。 
 

＜協力内容＞ 
（1）上位目標 

ソファラ州における HIV 罹患率が減少する。 

 

（2）プロジェクト目標 

ソファラ州において、コンドーム使用、性的パートナー、初性交渉の遅延に向けた若年

者（15～30 歳）の行動変容が起こり、PLWHA（HIV/AIDS と共に生きる人々）に向けた差
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別的態度が緩和される。 

（3）成果 
HIV/AIDS 教育の強化を通して、若年者の HIV/AIDS 問題に関連した知識・態度・行動

（KAP）のレベルが改善する。 
CNCS 及び ICS のプログラム実行能力が強化され、他の団体との連携が促進される。 

 
（4）投入 

<日本側> 
専門家派遣 なし 

機材供与 11,555,000 円 
在外事業強化費（コンサルタントおよび NGO との契約費含む） 31,345,000 円 

合計 42,900,000 円 
 

<モザンビーク側> 
カウンターパートの配置 NPCS より 2 名 

プロジェクトの事務所を含む土地および施設の提供  

現地活動費  

トレーニングおよびセミナー開催の準備  

   
２．評価調査団の概要 

団長・総括： 

評価計画： 

協力企画： 

評価分析： 

宿野部 雅美 

大野 憲太 

Simoes Victorino 

井上 洋一 

JICA モザンビーク事務所 所長 

JICA モザンビーク事務所 所員 

JICA モザンビーク事務所 在外専門調整員 

株式会社 日本開発サービス 調査部 主任研究員

調査期間：2010 年 2 月 5 日～ 2010 年 2 月 16 日 調査種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果の達成状況 

【成果 1】 HIV/AIDS 教育の強化を通して、若年者の HIV/AIDS 問題に関連した知識・態度・

行動（KAP）のレベルが改善する。 

＜指標＞2010 年までに、HIV/AIDS 問題に関し、プロジェクトの開始時と比較してより高い

レベルの知識、態度および行動が若者の間に確認される。 

 

成果 1 は、部分的に達成された。KAP 調査により、プロジェクト活動開始後 2 年で若者の

HIV/AIDS 問題に関する知識、態度および行動について以下の改善があったことが確認され

た。 

 若者の検査を受けようという意志が 2007 年の 30％から 2009 年は 93.4％に、63.4％増加

した。 

 コンドームの使用が 2007 年の 35％から 2009 年は 35.8％に、0.8％増加した。 
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 複数の性的パートナーを持つ人が 2007 年の 33％から 2009 年は 30.7％に、2.3％減少し

た。 
 初性交渉年齢が 2007 年の 15 歳から 2009 年は 17 歳に、2 歳上昇した。 

ソファラ州の HIV/AIDS 罹患率はプロジェクト期間中に減少しているが、プロジェクトは、

知識、態度および行動の改善を明らかにするために十分なサンプル量での KAP 調査は実施出

来ていない。 
 

【成果 2】CNCS および ICS のプログラム実行能力が強化され、他の団体との連携が促進さ

れる。 

＜指標＞2010 年までに、ICS がソファラ州において少なくとも 3 つ以上のパートナー組織と

合同で通常活動を実施する。 

 
成果 2 はほぼ達成された。プロジェクト実行方法が変更され、ICS は実施スキームから実質

的に除外された。方法の変更後、より効果的で持続可能な実施体制が NPCS と現地 NGO の

主導によって構築され、IEC 活動実施能力と他の組織との連携の改善を促進した。NPCS お

よび CCM は、5 つの CBO や Haya Haya 劇団等のその他関連組織とネットワークを構築し、

郡レベルの HIV/AIDS 担当者が IEC 活動を通常活動として実施できるよう能力強化を実施し

た。 

 

（2）プロジェクト目標 

ソファラ州において、コンドーム使用、性的パートナー、初性交渉の遅延に向けた若年者（15

～30 歳）の行動変容が起こり、PLWHA（HIV/AIDS と共に生きる人々）に向けた差別的態度

が緩和される。 

プロジェクトは、性的パートナー数の減少およびコンドーム使用率の増加に向けた取組み

を実施したが、予定された活動の遅延のため、プロジェクト目標の達成は限定的であると考

えられる。 

しかしながら、性的パートナー数の減少、初性交渉年齢の上昇や PLWHA に対する差別的態

度の減少に関して前向きの変化が見られることを考慮に入れると、プロジェクトの終了まで

にはプロジェクト目標を部分的に達成することが期待される。また、コンドーム使用のわず

かな上昇は、改善の端緒であると考えられる。プロジェクト目標の各指標達成度を以下に示

す。 

指標 達成度 

1．2010 年までに、プロジェクト開始時

と比較してソファラ州の若年者の最

終性交渉時のコンドーム使用率が

10％上昇する。 

2007 年の KAP 調査ではコンドーム使用率は 35％
であったが、2009 年には 35.8％となった。2 年で

コンドーム使用率はわずかに上昇した。   

2．2010 年までに、プロジェクト開始時

と比較して性交渉パートナー数の平

均が減少する。 

2007 年の KAP 調査では複数の性的パートナーを

持つ人々の割合は 33％であったが、2009 年には

30.7％となった。2 年間で 2.3％の減少が見られた。
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3．2010 年までに、初性交渉年齢の平均/

中央値がプロジェクト開始時と比較

して上昇する。 

2007 年の KAP 調査では初性交渉年齢の平均は 15

歳であったが、2009 年には 17 歳であった。2 年

間で 2 歳上昇した。 

4．2010 年までに、PLWHA に対する差

別的態度が若年者で 10％改善する。

若年者の差別的態度は、平均率がプロジェクト開

始時の 97.5％から 2009 年には 88.2％に 9.3％減少

したことを考慮に入れると、2010 年までに達成で

きると考えられる。 

 
３－２ 5 項目評価結果 

（1）妥当性 
以下に示す理由から、プロジェクトの妥当性は、終了時評価時点でも高く維持されている。

HIV/AIDS 対策における政策対応の重要性は、終了時評価の時点でもモザンビークの保健に

関する優先政策の一つとして維持されている。さらに、IEC を含む HIV/AIDS 対策への取り

組みは、CNCS および MISAU の次期戦略計画においても優先性は高いものと考えられる。

さらに、日本および JICA の援助方針や社会のニーズとの一致性も確認されている。したが

って、プロジェクトの妥当性は終了時評価の時点で高く維持されているものと考えられる。

 

（2）有効性 

以下の理由から、プロジェクトの有効性は、終了時評価の時点でおおむね中程度であると考

えられる。 

プロジェクト目標に関する指標の達成度では、終了時評価の時点で若者世代の知識、態度お

よび行動の改善が不十分であったため、評価原則に厳密に則った指標の達成観点からは本プ

ロジェクトの有効性は限定的であると言える。プロジェクト活動の遅延はプロジェクト活動

の実行を阻害しており、第 2 回 KAP 調査で達成度が不完全であり結果が不十分であったこと

は、この遅延に起因するものと示唆される。しかしながら、プロジェクトは、HIV 検査に対

する認識の大きな向上や教育された性交渉など、いくつかの指標の改善には成功している。

したがって、プロジェクトの有効性は終了時評価の時点でおおむね中程度であると考えられ

る。 

 

（3）効率性 

プロジェクト活動の遅延によりプロジェクト効率が減じられ、プロジェクト効率性は終了時

評価の時点で低位中程度と判断される。 
各プロセスの活動は活動計画（Plan of Operation）に沿って実施されたが、予定されたプロジ

ェクト活動は、全体的に遅延した。遅延の理由としては、プロジェクト期間の開始年のほと

んどが、プロジェクトの基礎準備としての PDM 最終決定や第 1 回 KAP 調査の実施に費やさ

れ、その結果としてプロジェクト活動が全体的に遅延したことなどが考えられる。このため、

プロジェクト活動の実際の実施期間は、2 年間に短縮されたと見なすことができるため、実

質的な活動期間では満足な行動変容を促すには短すぎたと考えられた。しかし、NPCS およ

び CCM は、5 つの CBO およびその他の関係機関らとコミュニティベースのネットワークを

築いており、このネットワークは将来、ソファラ州の HIV 罹患率の改善に貢献することが期
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待される。以上のことから、プロジェクトの効率性は、プロジェクト活動の遅延によってプ

ロジェクト効率が低下したことが影響し、終了時評価の時点で低位中程度と評価される。 
 

（4）インパクト 
プロジェクトの実施に伴い、以下のような正負のインパクトが確認または予測される。 

HIV 罹患率のわずかな減少はすでに観察されているが、プロジェクト範囲外の外部因子の影

響もあると考えられることから、減少に対するプロジェクトの直接的影響を測定することは

困難である。しかし、ソファラ州での HIV/AIDS 罹患率 5％減少という上位目標の指標達成

には、現在のプロジェクト活動の継続的実施が必要であり、継続的な財政支援および技術支

援が必要と考えられる。また、主要幹線道路である「ベイラ街道」を有するソファラ州は、

その他の州やその他の国からの移動労働者や移民が多く、これらは主要な HIV 伝播者の一つ

と考えられる。抗レトロウイルス治療（ART）や、検査のリファラルシステムや品質保証、

HIV 検査サービスの提供、栄養など、他の重要な外部因子に関しても、HIV 罹患率の減少だ

けでなく、モザンビークにおける HIV/AIDS の総合的な状況改善のためには、内外の関係機

関との連携した取り組みを考慮する必要がある。また、終了時評価時点で負のインパクトは

確認されていない。 

 

（5）自立発展性 

小規模であっても継続的支援が何らかの方法で得られれば、プロジェクトによりもたらされ

た便益の自立発展性や自立的な展開も一定程度期待できる。 

政策的、制度的観点から、HIV/AIDS 対策の重要性としてのプロジェクトの自立発展性は今

後も高く維持されるものと考えられる。しかしながら、IEC 活動を通常業務として実施する

一定レベルの能力を獲得したものの、プロジェクトの実施を通して得られた便益を維持し、

質の高いデータ管理能力の一層の向上を推進するには、たとえ小規模であっても財政支援お

よび技術支援の継続が必要とされる。以上のことから、何らかの継続的な小規模の支援が提

供されれば、プロジェクトにより得られた便益の自立発展性および自立的な展開はある程度

期待できるものと考えられる。 

 

（6）結 論 

プロジェクトから得られた便益の維持、向上、一層の発展のためには、たとえ小規模であっ

ても、何らの継続的な財政ならびに技術支援が必要であることが示唆される。 

４．特記事項（提言・教訓を含む） 

４－１ 提言 

活動・成果の達成状況をレビューした結果に基づき、以下のとおり提言を取りまとめ、モザン

ビーク側及び日本側で合意した。 

1） 正確な外挿性との観点からデータの質を保証するためは、3 年から 5 年の間隔で 1,300
から 1,500 の十分な「検出力」を以て追加的 KAP 調査を行うことが必要である。 

 
2） 若者世代だけでなく社会に対しても知識、態度および行動に確実な影響を生み出すため
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には、現在の活動を継続的に実施すべきである。 

 
3） 活動の自立発展性と質を向上させるためには、HIV/AIDS 予防知識、NPCS・郡および CBO

のネットワーク化を含むプロジェクト管理能力の向上のための技術的トレーニングを

推進する必要がある。トレーニングを実施する場合、参加者の知識変容の評価を行い、

試験の分析結果をトレーニング方法にフィードバックさせるため、トレーニング前後の

試験を正確に実施する必要がある。 

 
4） よりよい技術協力の実施および便益の持続性担保のためには、HIV 罹患率の減少へ向け

た多国間、多セクター間の取り組みを検討する必要がある。 
 

5） プロジェクトおよびソファラ州当局は、プロジェクトで得られた便益の自立発展性のた

め必要な措置について財政的観点から討議し、整理しておく必要がある。また、中央レ

ベルの CNCS は、国全体の IEC 活動改善のため、ソファラ州におけるこのプロジェクト

の成果を利用する必要がある。 

 

４－２ 教訓 

1） 複数の組織より構成されるカウンターパートとのプロジェクト実施を考慮する場合は、

プロジェクトの詳細計画策定調査に先立って、カウンターパートの関係性だけでなく力

量などについても慎重に調査を実施するべきである。 

 

2） 行動変容を促進するには、よりよい効率性と自立発展性を得るためにもコミュニティの

関与およびコミュニティを基盤とする組織の真の見込みが必要であると考えられる。 

 

3） ジェンター問題を含む多様な社会条件下で対象者の行動変容を促すためには一定の時間

を要するため、行動変容をめざすプロジェクトの実施について考慮する場合は指標およ

びプロジェクト期間について慎重に検討すべきである。 

５．付属資料 

・合同評価報告書 

 



vii 

Evaluation Summary 
1.  Outline of the Project 

Country: Republic of Mozambique Project Title: Strengthening of Information, 
Education and Communication Activities on 

HIV/AIDS in Sofala Province 

Issue/Sector: Healthcare and medical treatment Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project

Division in charge:  JICA Mozambique Office Total Cost：42,900,000 JPY  

(Estimated cost as of the end of the Project) 

Partner Country’s Implementing Organization:  
National Council for Fight against AIDS 

Supporting Organization in Japan: Not applicable 

Period of 
Cooperation 

April 10, 2007 – April 9, 2010 

Other Related Projects: Not applicable 

1-1  Background of the Project 
In the Republic of Mozambique (hereinafter referred to as “Mozambique”), HIV prevalence amongst 

adult generation ranging from 15 to 49 years old, the number of People Living with HIV and AIDS 

(hereinafter referred to as “PLWHA”). Especially for Sofala province, where is the metropolis in 

central region with major arterial road of “Beira Corridor”, it is estimated to have high HIV prevalence 

of 24%. MISAU reported that approximately 60% of those newly infected account for younger 

generation ranging from 15 to 24 years old, and approximately 15% of those newly infected account for 

later childhood below 15 years old which implies a lowering trend in the age of newly infection. 

Under these circumstances, the National Council for Fight against AIDS (hereinafter referred to as 

“CNCS”) prioritized the popularization of accurate knowledge about HIV/AIDS for its dissemination of 

information on HIV/AIDS prevention. Consequently, MISAU requested JICA to launch a new project 

in Sofala province with high prevalence of HIV/AIDS entitled “STRENGTHENING OF 

INFORMATION, EDUCATION AND COMMUNICATION ACTIVITIES ON HIV/AIDS IN SOFALA 

PROVINCE” (hereinafter referred to as “the Project”) for a younger generation raging from 15 to 30 

years old as a target group at a high risk of newly infection of HIV. The purpose of the Project is to 
accelerate Information, Education and Communication (hereinafter referred to as “IEC”) related 

activities for effective behavioral modification, by utilizing existing equipment and materials provided 

by JICA formerly. 

The Project has been implemented from April 2007 for 3-year project period until April 2010, with the 
National Aids Nucleus (hereinafter referred to as ”NPCS”) under CNCS as counterparts, and the 

Institute of Social Communication (hereinafter referred to as “ICS”) as the implementing body, instead 

of dispatching Japanese experts. However, the actual project activities were implemented by utilizing 

the Christian Council of Mozambique (hereinafter referred to as “CCM”), a local NGO in Mozambique, 

and local consultants for the implementation of Knowledge, Attitude and Practice (hereinafter referred 

to as “KAP”) survey. 

1-2  Project Overview 
(1)  Overall Goal 
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HIV prevalence in Sofala Province is reduced.  

(2)  Project Purpose 
The behaviors of youth toward; increased condom use, reduced number of sexual partners, and 

delayed sexual debut, are changed, and also discriminatory attitudes toward PLWHA are thawed in 
Sofala Province. 

(3)  Outputs 
1) Levels of knowledge, attitude and practice related to HIV/AIDS issues among the youth are 

improved through reinforcement of HIV/AIDS education.  
2) Programme implementing capacity of CNCS and ICS is reinforced and partnership with other 

entities in the activities is fostered.  
(4)  Input 

<Japanese Side> 
Dispatch of Experts Not dispatched 

Provision of Equipment and Materials  11,555,000 JPY 
Provision of local activity cost (including consultants’ fee and 

management fee to NGO) 

31,345,000 JPY 

Sum Total 42,900,000 JPY 
 

<Mozambican Side> 

Allocation of Counterparts 2 from NPCS 

Provision of Land and Facilities including Office for the Expert NPCS facilities 

Appropriation of Operational Cost  

Preparation of Training and Seminar  

 

2.  Terminal Evaluation Team 

Team Leader 
 

Evaluation Planning 

 

Cooperation Planning  
 

Evaluation and Analysis

Mr. Masami SHUKUNOBE 
 

Mr. Kenta ONO 

 

Mr. Simoes VICTORINO 
 

Dr. Yoichi INOUE 

Chief Representative, JICA Mozambique 
Office 

Assistant Resident Representative, JICA 

Mozambique Office 

Consultant (Health Sector), JICA 
Mozambique Office 

Senior Consultant, Japan Development 

Service, Co., Ltd. 

Period of Evaluation: February 5, 2010 – February 16, 2010 Study Type: Terminal Evaluation 

3.  Summary of Evaluation Results 

3-1  Achievements 

(1) Output 1 

“Levels of knowledge, attitude and practice related to HIV/AIDS issues among the youth are 

improved through reinforcement of HIV/AIDS education.” 
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< Indicators > By 2010, higher level of knowledge, attitude and practice related to HIV/AIDS issue 
among the youth will be confirmed in comparison with that of the beginning of the Project. 
 

Output 1 was partially achieved. KAP study found the following improvements on knowledge, attitude 
and practice related to HIV/AIDS issue among the youth 2 years after the beginning of the project 

activities.  
 Increase of the youth intention to make test with 63.4% from 30% in 2007 to 93.4 % in 2009; 

 Little increase of usage of condoms with 0.8% from 35% in 2007 to 35.8% in 2009; 
 Little reduction of people with multi sexual partners with 2.3% from 33 % in 2007 to 30.7% in 

2009; 
 Two years elevation of age for the first sexual intercourse from 15 years old in 2007 to 17 years 

old in 2009. 
Prevalence rate of HIV/AIDS of Sofala province was reduced during the project period, but the project 

could not conduct the KAP study with appropriate quantity of data to clarify the improvements on 
knowledge, attitude and practice.  

 

(2) Output 2 

“Programme implementing capacity of CNCS (and ICS) is reinforced and partnership with other 

entities in the activities is fostered.” 

< Indicators > By 2010, ICS will organize regular activities jointly with at least 3 partner organizations 
in Sofala Province. 

 

Output 2 was almost achieved. The project implementation approach was changed, and ICS was 

excluded from the implementation structure. After the change of approach, more effective and 

sustainable implementing organization was established with initiative of NPCS and local NGO. It 

promoted improvement of implementing capacity on IEC activities and partnership with other related 
entities. NPCS and CCM established a network with five CBOs and other related actors such as Haya 

Haya theatre group, and build the capacity of district level responsible for HIV/AIDS to implement IEC 

activities as regular activities. 

 

(3) Project Purpose 

“The behaviors of youth toward; increased condom use, reduced number of sexual partners, and 
delayed sexual debut, are changed, and also discriminatory attitudes toward PLWHA are thawed 

in Sofala Province.” 
 

Despite the Project was supposed to make strong efforts to increase the condom usage rate as well as 
the reduction of the number of sexual partners, the achievement of the Project Purpose would be limited 

to some extent because of the delay of expected activities.  

However, it is expected the Project Purpose is partially achieved by the end of the Project, taking into 

account that positive changes have been found on the reduction number of sexual partners, sexual debut 
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age and discriminatory attitudes toward PLWHA. A marginal increase of condom use can be regarded 

as the onset of improvement. Achievements of each Indicators of the Project Purpose are as indicated 
below. 

Objectively Verifiable Indicators Achievements 

1. By 2010, condom use in last occasional 
sexual relation among the use in Sofala 

Province is increased by 10% in 
comparison with that of the beginning of 

the Project. 

In the 2007 KAP study, the percentage of condom use 
was 35%, and that of 2009 became 35.8%. There was 

small increase of usage of condoms in 2 years. 

2. By 2010, the average number of sexual 
partners is reduced in comparison with 

that of the beginning of the Project. 

In the 2007 KAP study, the percentage of people with 
multi sexual partners was 33% and that of 2009 

became 30.7%. There has been a reduction of 2.3 % 
in two years. 

3. By 2010, the average/median age of 

sexual debut is elevated in comparison 

with the beginning of the Project. 

In the 2007 KAP study, average of the first sexual 

intercourse was 15 years old, and that of 2009 was 17 

years old. It was elevated with 2 years in 2 years. 

4. By 2010, 10% of youth thawed 

discriminatory attitudes toward PLWHA.

The youth discrimination attitude by 2010 could be 

archived, taking into consideration that the average 

rate is 9.3% reduction from 97.5% at the beginning of 

the project to 88.2% in 2009. 

 

3-2  Evaluation Results by Five Criteria 

1.  Relevance 

The relevance of the Project is highly maintained at the time of the Terminal Evaluation for the 

following reasons. 
The importance of policy response to combat HIV/AIDS is maintained as one of priority policies 

regarding Mozambican healthcare at the time of Terminal Evaluation. Moreover, the active efforts to 

HIV/AIDS including IEC activities are supposed to be highly prioritized in the next strategic plan that 
is about to be launched by CNCS and MISAU. Moreover, consistency with Japan’s and JICA’s aid 

policies as well as needs of society is confirmed. Therefore, it is considered that the relevance of the 
Project is highly maintained at the time of the Terminal Evaluation.  

2.  Effectiveness 
The effectiveness of the Project remains moderate generally at the time of the Terminal Evaluation 

for the following reasons. 
The achievement of objectively verifiable indicators for the Project Purpose from the aspect of 

accomplishments of the indicators on the basis of the evaluation principals strictly, it is considered that 

the achievement of the Project is rather limited due to insufficient improvements of knowledge, 

attitudes and practice amongst younger generation at the time of the Terminal Evaluation. Delays of the 
project activities have substantially inhibited the implementation of the project activities. 
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Mal-achievement and insufficient results of the 2nd KAP study might be attributed to the delay. 

However, the Project succeeded to improve several indicators such as substantial increase of awareness 
toward HIV test and educated sexual intercourse. Therefore, it is considered that the effectiveness of 

the Project is considered to be moderate on average at the time of the Terminal Evaluation. 

3.  Efficiency 
The efficiency of the Project is lower moderate at the time of the Terminal Evaluation, since 
substantial delays of the project activities vitiated the efficiency of the Project. 
Activities on each process have been conducted in line with the Plan of Operation, while the planned 
activities of the Project, by and large, were substantially delayed for almost one year for the finalization 

of PDM and the 1st KAP study as a preparation of the project ground. Thus, the actual period of time 
for the implementation of project activities was substantially shortened for two years, which was 

considered too short to promote satisfactory behavioral modifications amongst the target group. 
However, NPCS and CCM established community-based networks with five CBOs and other related 

actors, and the network will contribute to the improvement of HIV prevalence in Sofala province in the 
future. Therefore, The efficiency of the Project is lower moderate at the time of the Terminal 

Evaluation, since substantial delays of the project activities vitiated the efficiency of the Project. 

4.  Impacts 

The following positive or negative impacts are confirmed or expected in line with the implementation 

of the Project. 

Slight reduction of HIV prevalence was already observed, while it is difficult to measure direct 

influence of the Project to the reduction due to the existence of external factors. However, for 

consequent achievement of the indicator of Overall Goal of a 5% reduction of the HIV/AIDS 

prevalence in Sofala Province, continuous implementation of current activities with financial and 

technical assistances will be necessary. Sofala province has a lot of transients and immigrants from 

other provinces and other countries, who can be the one of the major HIV transmitters. Other important 

assumptions such as ART, referral system and quality assurance of laboratories, HIV test service 

provision, nutrition, etc. should be taken into consideration not only for reduction of HIV prevalence 

but for comprehensive improvement of HIV/AIDS situation. Therefore, it is considered that 
multi-lateral and/or multi-sectoral approaches for reduction in HIV prevalence rare should be taken into 

consideration in order to promote a certain impact on the reduction of HIV prevalence. As 

aforementioned, HIV/AIDS-related issues are recognized to be crosscutting, mutual positive impacts 

amongst relative agencies will be expected through the improvement of IEC activities. No negative 

impact was observed and expected at the time of the Terminal Evaluation. 

5.  Sustainability 
A self-sustainability as well as a self-deployment of the benefits provided by the Project can be 

expected in some degree if continuous small-sized assistances are obtained by any means. 
From political and institutional aspects, sustainability of the project in terms of the importance of 

HIV/AIDS control will be highly maintained. However, financial and technical assistance will be 
required, even if it were small-scale, to maintain the benefits derived from the implementation of the 

Project and to promote further improvement of their capacity for quality data management, while they 
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have acquired certain level of capacity for the implementation of IEC activities as a routine work. 

Therefore, it is considered that a self-sustainability as well as a self-deployment of the benefits 
provided by the Project can be expected in some degree if continuous small-sized assistances are 

obtained by any means. 

6.  Conclusion 
In conclusion, it is suggested that some sort of continuous assistance from financial and technical 
aspects, even if it were small-scale, would be necessary for the maintenance and/or the improvement of 

benefits derived from the Project, and for further development. 

4.  Special Affairs including Recommendations and Lessons Learned 

4-1  Recommendations 
Based on the review on the achievement of the activities and the outputs of the Project, both sides 

confirmed the recommendations as follows: 
1) It would be required to conduct an additional KAP study with efficient “power” of 1,300 - 1,500 at 3 

- 5 years intervals to guarantee data quality in terms of accurate extrapolation; 

2) Current activities should be implemented in a continuous manner to generate a certain impact of 

knowledge, attitude and practices not only for younger generation and also for society; 

3) Technical trainings for betterment of knowledge of HIV/AIDS prevention, project management 

capacity including networking of NPCS, districts and CBOs should be promoted in order to improve 

sustainability and quality of activities. In case of implementation of trainings, pre and post test 

should be done correctly in order to evaluate the knowledge change of participants and to improve 

training approach; 

4) Multi-lateral and/or multi-sectoral approaches for reduction in HIV prevalence rare should be taken 

into consideration for better efficiency of technical cooperation and beneficial sustainability; 

5) The Project and authorities in Sofala province should discuss and organize necessary measures, from 

financial perspective, for the sustainability of the benefits of the Project. Also, CNCS at central level 

should utilize the achievement of this Project in Sofala province for overall improvement of IEC 

activities in the country. 

4-2  Lessons Learned 
1) When considering a project with multi-organizational counterparts, work performances as well as 

relationship amongst them should be carefully investigated prior to the detailed planning survey of 

the project. 

2) To promote behavioral modification, involvement of communities and/or community-based 

organizations is considered to be necessary for better efficiency and sustainability. 

3) When considering a project, which aims behavioral modifications, objectively verifiable indications 
as well as project period should be carefully discussed since it might take certain amount of tome to 

promote behavioral change under the circumstances of a variety of social conditions including 

gender issues. 

5. Appendix 

 Joint Evaluation Report 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的  

今回実施する終了時評価調査は、プロジェクト終了の段階で、これまでに実施した協力につい

て活動実績の確認や目標達成度の評価を行うとともに、協力予定期間終了後の対応も含めた今後

のプロジェクト運営に向けた教訓と提言をまとめることを目的とする。調査のポイントは以下の

とおりである。 
 

（1）これまで実施した協力活動について当初計画に照らし、投入実績、活動実績、計画達成度

を確認し、問題点を整理する。 

 
（2）計画達成度を踏まえ、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）

の観点から、プロジェクトチーム、モザンビーク国側関係者とともに、プロジェクトの目

標達成度および成果等を評価する。 

 

（3）上記の評価結果に基づき、プロジェクト終了までの課題及び今後の活動計画についてプロ

ジェクトチーム、モザンビーク側関係機関と協議し、提言を行う。 

 

（4）得られた教訓を取りまとめる。 

 

（5）評価・協議結果を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめる。 

 

１－２ 調査団の構成と調査日程 

終了時評価調査団は、JICA およびモザンビーク国家エイズ対策委員会の合同評価調査として実

施された。合同評価委員は、以下のとおりである。 

 

<モザンビーク側評価委員> 

氏 名 所  属 

Diogo Milagre 国家エイズ対策委員会副委員長 

Maria Semedo ソファラ州エイズ対策委員会委員長 

Katia Manjate 国家エイズ対策委員会職員 

Nelson Joaquim ソファラ州エイズ対策委員会職員 

 
<JICA 終了時評価調査団員> 

担 当 氏 名 所  属 

団長／総括 宿野部 雅美 JICA モザンビーク事務所 所長 

評価計画 大野 憲太 JICA モザンビーク事務所 所員 

評価分析 井上 洋一 株式会社日本開発サービス 調査部 主任研究員 

協力企画 Simoes Victorino JICA モザンビーク事務所 在外専門調整員 



－2－ 

終了時評価調査は、2010 年 2 月 5 日から 2 月 16 日にかけて実施され、合同評価委員によるプ

ロジェクト報告書のレビュー、現地調査、関係者へのインタビューにより情報を収集し、評価内

容が取りまとめられた。 

 
１－３ プロジェクトの概要 

< 背景 > 
モザンビーク共和国（以下、「モザンビーク」と記す）における HIV 成人（15～49 歳）感染率は

約 16％、成人感染者数は約 180 万人、約 15 万人が AIDS で死亡している（UNAIDS/WHO，2006）。
モザンビーク保健省では、新規感染者は毎年 20 万人を超えると推計しており、新規感染者の約

60％が 15～24 歳の若者であること、また、15 歳以下の年齢層にも感染は拡大しており新規感染

者の約 15％を占めていること等が報告されている。同保健省の調査では、北部地域感染率は約 7％、

中部地域 17％、南部地域 14％と推測されており、感染率の地域格差がみられる中、「ベイラ街道」

と呼ばれる交通の要所を擁する中部ソファラ州の感染率は約 24％と高い状況にあった。モザンビ

ークでの HIV 感染は、南部アフリカ諸国に比べると拡大開始時期が遅く、拡大速度も緩やかであ

ったが、1992 年の和平協定締結以降の人口移動の活発化に伴い、感染拡大速度が速まっている。

主な感染経路は異性間性交渉であり、次いで母子感染と報告されている。 

HIV 予防啓発は正しい知識の普及からと考えたモザンビーク国家エイズ対策委員会（CNCS）

より、過去に JICA により供与された啓発用機材を活用し、新規感染が拡大している若者（15～

30 歳）をターゲット・グループとして、行動変容をめざした教育・啓発活動（IEC 活動）をソフ

ァラ州で促進するため「ソファラ州における HIV/AIDS 啓発のための IEC 活動強化プロジェクト」

が要請され、2007 年 4 月から 2010 年 4 月までの予定で開始された。同プロジェクトは、長期専

門家は派遣せず、CNCS および州支部（NPCS）を C/P 機関、ならびに社会コミュニケーション機

関（ICS）を実施機関として活動が開始された。しかしながら、実際の活動は現地 NGO であるモ

ザンビークキリスト教徒評議会及び KAP 調査のための現地コンサルタントを活用し実施中であ

る。 

現行のプロジェクト概要は、以下のとおりである。 
 

現行 PDM のプロジェクト要約（Version 1、2007 年 12 月 18 日改訂） 

上位目標と指標 上位目標 

ソファラ州における HIV 罹患率が減少する。 

上位目標の指標 

2012 年までにソファラ州の HIV 罹患率が 5％低下する。 

プロジェクト 

目標と指標 

プロジェクト目標 

ソファラ州において、コンドーム使用、性的パートナー、初性交渉の遅延に

向けた若年者（15～30 歳）の行動変容が起こり、PLWHA（HIV/AIDS と共

に生きる人々）に向けた差別的態度が緩和される。 

プロジェクト目標の指標 

1．2010 年までに、プロジェクト開始時と比較してソファラ州の若年者の最

終性交渉時のコンドーム使用率が 10％上昇する。 
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2．2010 年までに、プロジェクト開始時と比較して性交渉パートナー数の平

均が減少する。 
 

3．2010 年までに、初性交渉年齢の平均/中央値がプロジェクト開始時と比較

して上昇する。 

 
4．2010 年までに、PLWHA に対する差別的態度が若年者で 10％改善する。

成果と指標 成果 1 

HIV/AIDS 教育の強化を通して、若年者の HIV/AIDS 問題に関連した知識・

態度・行動（KAP）のレベルが改善する。 

 
成果 1 の指標 

2010 年までに、プロジェクト開始当初に比して、若年者の HIV/AIDS 問題に

関連した知識・態度・行動（KAP）のレベル改善が確認される。 

 

成果 2 

CNCS および ICS のプログラム実行能力が強化され、他の団体との連携が促

進される。 

 

成果 2 の指標 

2010 年までに、ICS がソファラ州内で少なくとも 3 つのパートナー機関と協

同で活動を実施する。 

活動 活動 1 

1-1：プロジェクト前後において、若者の HIV/AIDS に関する KAP 調査を実

施し、調査結果を分析する。 

1-2：大人グループ（子どもの親、コミュニティリーダー、宗教指導者、伝

統的治療師、教師、政府関係者等）に対して、若者の性的活動に係る

調査を実施する。 
1-3：大人グループを対象とした、HIV/AIDS 教育の家族及びコミュニティへ

の浸透の重要性認識度向上に係るワークショップを開催する。 

1-4：現存の IEC 教材の評価を行い、「HIV/AIDS コミュニティ戦略」の精神

に則った新規教材へのニーズを把握する。 

1-5：活動 1 から 4 の結果をもとに、若者および大人グループを対象とした

新しい IEC 教材を作成する。 
1-6：若者および大人グループを対象に、IEC 教材、及び VCT やコンドーム

配布等の利用可能なサービスにかかる情報を普及させる。 

1-7：若者、大人グループ、HIV 感染者グループを巻き込んだ参加型討論会

を開催し、IEC 活動を通じて普及させるべき内容・メッセージに係るコ

ンセンサスを得る。 
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活動 2 

2-1：ソファラ州で若者向けの HIV/AIDS 教育分野で活動（リプロダクティ

ブヘルス、保健人材、劇、音楽等）を行っている関係機関について把

握・整理する。 
2-2：ソファラ州で若者向けの HIV/AIDS 教育分野の関連施設（VCT センタ

ー等）や利用可能なサービス（コンドームの配布等）について把握・

整理する。 

2-3：同州で HIV/AIDS 分野で活動を実施している関係機関を巻き込んだワ

ークショップを実施し、IEC 教材普及のための参加型活動計画を策定す

る。 
2-4：ICS 及び関連機関を対象とした、HIV/AIDS 教育及び性的活動に係る、

モニタリング・評価を含めた基礎的・持続的な研修を実施する。 
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ 評価グリッドの作成 

終了時評価では、プロジェクトの実績と実施プロセスを把握し、特に妥当性・有効性・効率性

などの観点から、プロジェクトがめざしていた目標が達成されたかどうかを総合的に検証するこ

とを目的としている。本評価では、達成度、実施プロセス、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率

性、インパクト、自立発展性の項目ごとに、具体的評価質問を組み込んだ評価グリッドを作成し、

それを用いて評価を行った。評価グリッドは、2006 年 7 月署名の R/D に添付された PDM を基に

作成された。評価グリッドの内容と本評価での使用については、事前にモザンビーク側からの合

意を取り付けている。 

 
評価 5 項目の視点は次のとおりである。 

妥当性 プロジェクト実施の必要性、正当性に関する評価 
 プロジェクト目標、上位目標が、政府の開発目標や受益者ニーズに合致して

いるか。 

 日本および JICA の政策や事業計画との整合性はあるか。 

 モザンビークにおける当該セクターに対するアプローチの選択肢として適切

か。 

有効性 プロジェクトの効果に関する評価 

 プロジェクトの実施が、受益者や社会に便益をもたらしているか。 

 アウトプットおよびプロジェクト目標の評価時点での達成状況および将来達

成する見込みはあるか。 

効率性 プロジェクトの効率性に関する評価 

アウトプットの達成度と活動は適切に設定されているか。 

プロジェクトのアウトプットと投入の関係において、資源が有効に活用されてい

るか。 

投入の時期、質、および規模は適切か。 

インパクト プロジェクトの長期的、波及的効果に関する評価 

 上位目標の発現および当該国の開発計画へのインパクトは見込めるか。 
 上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか。 

 プロジェクトが実施されることによる直接的、間接的な正負のインパクトが

生じているか。 

自立発展性 プロジェクト終了後の便益・開発効果の持続性に関する効果 
 援助の終了後、プロジェクトで発現した効果が持続するか。 

 政策、財政、組織。制度、技術などの側面において、プロジェクトで実施さ

れた活動が継続的に行われるための基盤、支援があるか。 

 
２－２ 評価実施方法 

本終了時評価では、プロジェクト関係書類の分析、現場視察、プロジェクト関係者との面談、
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ヒアリングなどにより、評価調査を実施した。 

 
２－２－１ 現場視察 

ソファラ州のブジ郡、ニャマタンダ郡、ドンド郡、ベイラ市と各対象サイトを訪問し、演劇

を通じた HIV/AIDS 啓発活動やコミュニティラジオを活用した討議等プロジェクトにおいて実

施されている IEC 活動を視察した。 
 

２－２－２ プロジェクト関係者との面談・協議 
日本人長期専門家に加え、国家エイズ対策委員会、ソファラ州エイズ対策委員会、プロジェ

クトにかかわった現地コンサルタントや現地 NGO 等を対象としてインタビューを行った。 
 

２－２－３ 情報・データ収集方法 
モザンビーク政府発行資料、専門家報告書、プロジェクト作成資料、インタビュー等により

情報・データを収集した。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

３－１ 投入 

 

日本側 
 

以下に、2010 年 2 月現在のプロジェクトに対する日本側からの投入を示す。詳細は英文合同評価

報告書の Annex 2 を参照のこと。  

 

構成 投入 

長期日本人専門家の派遣 派遣せず 

資機材の提供 11,555,000 円 

地方活動費の提供 （コンサルタント料および NGO へのマネジメント料を

含む） 

31,345,000 円 

合計 42,900,000 円 

 

モザンビーク側 

 

以下に、2010 年 2 月現在のプロジェクトに対するモザンビーク側からの投入を示す。詳細につい

ては英文合同評価報告書の別添資料 2 を参照のこと。 

 

⁃ カウンターパートの配置 

⁃ プロジェクトの事務所を含む土地および施設の提供 

⁃ 運営費用の歳出予算計上 

⁃ 研修およびセミナー開催の準備  

 

３－２ 活動実績 

プロジェクトの活動実績を以下に示す。 

 

成果 1 

HIV/AIDS 教育の強化を通して、若年者の HIV/AIDS 問題に関連した知識・態度・行動のレベル

が改善する。 

活動 達成事項 

1-1 若年者を対象とする

KAP 調査を実施し、プ

ロジェクトの開始時と

終了時の結果を分析す

る。 

2007 年 10 月から第 1 回 KAP 調査が基礎調査としてソファラ州の

3 郡（Berica 市、Caia 郡および Marromeu 郡）で実施された。これ

らの郡は、都市部と郊外のバランスおよび HIV/AIDS 罹患率を考

慮して選択された。影響調査としての第 2 回 KAP 調査は、同郡で

2009 年 11 月に実施された。 

1-2 大人グループ（子供の 若者の性的活動に関する大人グループの認識を調査するため、大
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親、コミュニティリー

ダー、宗教指導者、伝

統的治療師、教師、政

府関係者等）に対して、

若者の性的活動にかか

わる調査を実施する。 

人グループに対しても KAP 調査を行い、また、伝統的指導者、治

療師、宗教指導者、各郡の政府当局等の指導者の特定を行った。

1-3 活動 1-2 の結果をもと

に、大人グループを対

象とした、 HIV/AIDS

削減における家庭及び

コミュニティの関与の

必要性の認識向上に係

るワークショップを開

催する。 

活動 1-2 の結果をもとに、以下の活動が実施された。 
- Nhamatanda 郡と Caia 郡（州の北部と南部）における大人指導者

78 人（治療師、看護師、宗教指導者）の認識向上に係る 2 回のワ

ークショップ。 

 
- Gorongosa 郡と Buzi 郡におけるコミュニティの主要なポスト 35

人の意識向上に係る 2 回のワークショップ。 
 

- Berica 市におけるソファラ州の全郡の長 13 人の意識向上にかか

る 1 回のワークショップ。 

1-4 既存の IEC 教材の評価

を行い、「コミュニケー

ション戦略」の精神に

則った新規教材のニー

ズを把握する。 

IEC 教材の評価は現地コンサルタント会社（KULA consultores, 

Lda）によって 2008 年 3 月に行われ、IEC 教材を新しく作るので

はなく既存 IEC 教材（映画）を現地語（セナ語およびンダウ語）

に翻訳するという提言を受けた。 

1-5 活動 1-1 から 1-4 の結

果をもとに、若者及び

大人グループを対象と

した IEC 教材を作成す

る。 

活動 1-1 から 1-4 で行われた評価の結果を踏まえ、現地コンサル

タント会社（Austral Cowi）が、2008 年 11 月までに、AIDS に関

する州当局（NPCS）の指導のもと、ポルトガル語のフィルム二種

類を現地語（セナ語およびンダウ語）に翻訳した。フィルムの題

名は Eclipse と Vidas Partilhandas である。これらは 2008 年 12 月か

ら使用されるようになった。 

1-6 若者及び大人グループ

を対象に、IEC 教材及

び VCT やコンドーム

配布等の利用可能なサ

ービスに係る情報を普

及させる。 

 

- IEC 活動用に供与された機器を利用し、プロジェクトは、2009

年 5 月から、プロジェクトが翻訳した映画やその他の既存の映画

を使用して 86 単位の移動セッションを行なった。セッションは、

13 郡 36,710 名にメッセージを伝えた。 
 

- 2009 年 4 月から、プロジェクトは、プロジェクトが作成したポ

ルトガル語のHIV/AIDS予防のためのメッセージ入りポスター360

枚を配布した。 

 

- IEC 機器の維持管理能力を強化するため、2009 年 2 月に郡レベ

ルの AIDS コーディネータ 11 人に対し 1 回のワークショップが実

施された。 
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1-7 若者、大人グループ、

HIV 感染者グループを

巻き込んだ参加型検討

会を開催し、普及させ

るべき内容・メッセー

ジに係るコンセンサス

を得る。 

-郡の代表者 13 人のため Berica 市で開かれたワークショップおよ

び大人指導者のため郡レベルで開かれたワークショップにおい

て、現地の人々に適切なメッセージをどのように伝えるかが討議

された。この活動は 2009 年 1 月に実施された。 
 

- 既存 IEC 教材の評価について報告する KULA consultores, Lda の

プレゼンテーションで、どのメッセージを映画で明確化し普及さ

せるべきかが討議された。この活動は 2008 年 3 月に開かれた。 

- 2009 年 1 月から 2010 年 1 月まで、ラジオ番組による参加型検討

会が 14 回、様々な対象グループに対し現地語のコミュニティラジ

オを利用して実施された。 

 
-マスコミによるメッセージ普及強化のため、2009 年 3 月に、報道

系（ラジオ、TV､新聞）の 20 のチャンネルを巻き込んだワークシ

ョップ 1 回が開かれた。  

 

成果 2 

CNCS および ICS のプログラム実施能力が強化され、活動におけるその他組織との連携が育ま

れる。 

活動 達成事項 

2-1 ソファラ州で若者向け

の HIV/AIDS 教育分野

で活動（リプロダクティ

ブ・ヘルスの専門家や、

劇、音楽等を含む保健人

材）を行っている機関に

ついて把握する。 

- 参加型検討会と調査を通じ Haya Haya 劇団という演劇グループ

が見出され、コミュニティで演劇を通じた HIV/AIDS の危険や予

防法等の普及に活用した。この演劇グループは 17 回上演し、様々

な対象グループので合計 6,642 名が参加した。 

 

-参加型検討会と調査を通じ、Geraçãoo BIZ、SAAJ（保健）、

Associação de Luta pela Vida 、Associação de líderes Comunitários 

（ALCAP）、AJCI 等の 5 つの CBO（コミュニティを拠点とする組

織）が見出され、プロジェクトで活用した。彼らは 13 郡全部で移

動ユニットを実施し、保健機関のコンドーム提供の支援を行った

（約 300,000 個のコンドームが演劇を通じて郡の政府およびコミ

ュニティに配布された）。 

2-2 ソファラ州で若者向け

の HIV/AIDS 教育分野

の関連施設（VCT セン

ター等）や利用可能な

サービス（コンドーム

の配布等）について把

握する。 

-上記のとおり、5 つの CBO とそれらのインフラ設備を確認し、

プロジェクトで活用した。 
 

-プロジェクトでは、郡政府と保健ユニットの施設を活用した。IEC
活動では、活動に必要な機材はプロジェクトから 13 郡に供与さ

れ、IEC 機器の維持管理能力の強化のためプロジェクトによる郡

での訓練が行われた。 
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2-3 HIV/AIDS 問題に取り

組むその他関係機関を

巻き込んだワークショ

ップを実施し、IEC 教

材普及のための参加型

活動計画を策定する。 

プロジェクトの依頼を受けた現地コンサルタント会社（Austral 

Cowi）が HIV/AIDS に取り組む政府機関や現地 NGO、国際 NGO
等の関係機関の参加協力を得て作成した IEC 普及計画について、

Beira で 1 回のワークショップを実施した。 

2-4 ICS およびその他関連

機関を対象とした、

HIV/AIDS 教育及び性

的活動に係る、モニタ

リング・評価を含めた

基礎的・持続的な研修

を実施する。 

- 大人指導者 78 人（治療師、看護師、宗教指導者）の意識向上の

ため、2009 年 7 月までに Nhamatanda 郡および Caia 郡（州北部と

南部）で二回のワークショップを開催した。 
 

- Gorongosa 郡および Buzi 郡のコミュニティ主要 35 名の意識向上

のため、2009 年 11 月までに 2 回のワークショップを開催した。 

 
-活動のモニタリング、評価を含め HIV/AIDS 教育に係るソファラ

州の全郡代表者 13 名の指導力強化のため、Beria 市で 1 回のワー

クショップを開催した。 

 

事前および事後試験や、結果分析を反映した活動が行なわれてい

ないため、ワークショップの効果測定のためのデータはない。 

 

３－３ 成果の達成状況 

1） 成果 1 

成果 1 は、部分的に達成された。KAP 調査により、プロジェクト活動開始後 2 年で若者の

HIV/AIDS問題に関する知識、態度および行動について幾分の改善があったことが確認された。

ソファラ州の HIV/AIDS 罹患率はプロジェクト期間中に減少しているが、プロジェクトは、知

識、態度および行動の改善を明らかにするために十分なサンプル量で KAP 調査を実施出来てい

ない。 

成果 1 の達成度を以下に示す。 

 

【成果 1】 

若者の HIV/AIDS 問題に関する知識、態度および行動のレベルが HIV/AIDS 教育の強化を通じ

て改善される。 

指標 達成度 

2010 年までに、HIV/AIDS

問題に関し、プロジェク

トの開始時と比較してよ

り高いレベルの知識、態

度および行動が若者の間

に確認される。 

KAP 調査により、2007 年から 2009 年までの 2 年間で以下の改善が

確認された。 

 若者の検査を受けようという意志が 2007 年の 30％から 2009 年の

93.4％に、63.4％増加した。 

 コンドームの使用が 2007 年の 35％から 2009 年の 35.8％に、0.8％
増加した。 
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 複数の性的パートナーを持つ人が 2007 年の 33％から 2009 年の

30.7％に、2.3％減少した。 
 初性交渉年齢が 2007 年の 15 歳から 2009 年の 17 歳に、2 歳上昇

した。 

 

2）成果 2 
成果 2 はほぼ達成された。プロジェクト実行方法が変更され、ICS は実施スキームから実質

的に除外された。方法の変更後、より効果的で持続可能な実施体制が NPCS と現地 NGO の主

導によって構築され、IEC 活動実施能力と他の組織との連携の改善を促進した。 

成果 2 の達成度を以下に示す。 
 

【成果 2】 

CNCS および ICS のプログラム実施能力が強化され、活動における他の組織との連携が促進さ

れる。 

指標 

Objectively Verifiable Indicators 

達成度 

Achievements 

2010 年までに、ICS がソファラ

州において少なくとも 3 つ以上

のパートナー組織と合同で通常

活動を実施する。  

 プロジェクトは NPCS によって管理、監督された。プロジ

ェクト開始当初は、実質的な IEC 活動は ICS により実行さ

れた。しかしながら、ICS による活動が満足できるもので

はなく非効率であったため、プロジェクト実行体制を変更

し、現地 NGO（Christian Council of Mozambique （CCM））

と IEC 活動の管理にかかる契約を結んだ。 

 NPCS および CCM は、5 つの CBO や Haya Haya 劇団等の

その他関連組織とネットワークを構築し、郡レベルの

HIV/AIDS 担当者が IEC 活動を通常活動として実施できる

よう能力強化を実施した。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクトは、性的パートナー数の減少およびコンドーム使用率の増加に向けた取組みを実

施したが、予定された活動の大幅な遅延のため、プロジェクト目標の達成は限定的であると考え

られる。 

しかしながら、性的パートナー数の減少、初性交渉年齢の上昇や PLWHA に対する差別的態度

の減少に関して前向きの変化が見られることを考慮に入れると、プロジェクトの終了までにはプ

ロジェクト目標を部分的に達成することが期待される。また、コンドーム使用のわずかな上昇は、

改善の端緒であると考えられる。 

プロジェクト目標の達成度を以下に示す。 
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【プロジェクト目標】 

ソファラ州において、コンドーム使用率の向上、性的パートナー数の減少、初性交渉の遅延に

向けた若年者の行動変容が起こり、PLWHA に向けた差別的態度も緩和される。 

指標 達成度 

1．2010 年までに、プロジェクト開始

時と比較してソファラ州の若年

者の最終性交渉時のコンドーム

使用率が 10％上昇する。 

2007 年の KAP 調査ではコンドーム使用率は 35％であっ

たが、2009 年には 35.8％となった。2 年でコンドーム使

用率はわずかに上昇した。 

2．2010 年までに、プロジェクト開始

時と比較して性交渉パートナー

数の平均が減少する。 

2007 年の KAP 調査では複数の性的パートナーを持つ

人々の割合は 33％であったが、2009 年には 30.7％とな

った。2 年間で 2.3％の減少が見られた。 

3．2010 年までに、初性交渉年齢の平

均 /中央値がプロジェクト開始時

と比較して上昇する。 

2007 年の KAP 調査では初性交渉年齢の平均は 15 歳で

あったが、2009 年には 17 歳であった。2 年間で 2 歳上

昇した。 

4．2010 年までに、PLWHA に対する

差別的態度が若年者で 10％改善

する。 

若年者の差別的態度は、平均率がプロジェクト開始時の

97.5％から 2009 年には 88.2％に 9.3％減少したことを考

慮に入れると、2010 年までに達成できると考えられる。

 

３－５ 実施プロセスの検証 

 

３－５－１ プロジェクト活動の進捗 

プロジェクト活動は活動計画（Plan of Operation：PO）に沿って実施されたが、計画されたプ

ロジェクト活動は、全般的大きく遅延し、約 1 年の遅れがあった。詳細は、「４－３ 効率性」

で述べる。 

 

３－５－２ プロジェクトマネジメント 

プロジェクト期間の初期段階では、関係機関同士のコミュニケーションと協力関係には大き

な問題が生じていた。詳細は、「４－３ 効率性」で述べる。 

 

３－５－３ オーナーシップおよび自律性 

日本人専門家が派遣されなかったこともあり、CNCS、NPCS、CCM の間のプロジェクトの

オーナーシップと自律性は必然的に培われ、プロジェクト活動の実行を通して彼ら自身に責任

の自覚を促した。同様に、CBO やコミュニティ指導者等、プロジェクトにかかわるその他関係

者も非常に協力的であった。 
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表－１ 

第４章 評価結果 
 

４－１ 妥当性 

以下に示す理由から、プロジェクトの妥当性は、終了時評価時点でも高く維持されている。 

 
1） モザンビークにおける HIV/AIDS 関連保健政策および対象グループのニーズとプロジェク

ト目標の一致性 
HIV/AIDS は、人間の安全保証の根幹を大きく脅かす地球的規模課題の一つとして認識され

ている。実際に HIV/AIDS は、モザンビークを含むサハラ砂漠以南のアフリカ諸国にとって致

命的な脅威である。事実、その地域の住民は全世界の人口のわずか 11％であるにもかかわらず、

HIV 陽性者は、同地域で全世界の HIV 人口の約 64％を占める。モザンビークの HIV 罹患率は

近隣のザンビア（19.1％）、スワジランド（18.5％）、マラウイ（14.9％）と比較して抑えられて

いるものの、モザンビークにおける HIV 罹患率は、2007 年のプロジェクト開始時、全国平均

で約 16.2％と推計されている。この危機に対して CNCS は、HIV/AIDS 国家戦略 2005-2009 の

もと、HIV/AIDS 対策のための分野横断的且つ包括的な対策計画に着手した。高リスクグルー

プとして考えられる若者世代を対象とした IEC 活動を含むこの計画は、「予防」、「アドボカシ

ー（政策提言）」、「汚名と差別」、「治療」、「緩和」、

「調査」および「コーディネート」の 7 つの重

点項目から構成されている。 

プロジェクト活動の対象地域であるソファラ

州は、2007 年において全国平均よりも 7％高い

23％と、モザンビークにおける HIV 罹患率が最

も高い州の一つである（表-1）。さらに、ソファ

ラ州は、「ベイラ街道」という主要な幹線道路を

擁する大都市であり、HIV の流行に対し非常に

脆弱であると考えられる。 

終了時評価調査の時点で、HIV/AIDS 対策た

めの次の戦略的計画はまだ準備中であるが、

HIV/AIDS 抑制の重要性はいささかも減じられ

ないことを CNCS に対し口頭で確認している。

したがって、感染に対して脆弱な若者世代を対

象として、コミュニティを巻き込んだかたちで

ソファラ州における IEC の強化をめざすプロジ

ェクトは、政治的、地理的、戦略的観点からも

妥当であると考えられる。 

 

2） 日本の援助方針および JICA の国別支援実施方針とプロジェクト目標の一致性 
わが国の援助政策において、2008 年 第 4 回アフリカ開発会議（TICAD Ⅳ）で採択された横

浜行動計画にも、感染症対策や保健人材育成を含む保健分野は優先分野と位置づけられている。

同様に、日本の政府開発援助（ODA）の主要実施機関である JICA は、自立発展性を担保する
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ための能力開発を重視し、主に中央政府および地域政府、その他にコミュニティレベルでも協

力を実施している。コミュニティレベルでは、JICA は、現地 NGO に対する支援、およびカウ

ンセリングと検査（VCT）の導入を通して、HIV/AIDS の予防と意識向上を推進している。  

さらに、2009 年 8 月に発行された JICA の「モザンビーク国 事業展開計画」においても、

保健人材不足と教育不足は喫緊の課題として明記されており、本プロジェクトは援助重点分野

の１つである「人的資源開発」の「基礎保健改善プログラム」に位置づけられている。  
したがって、CCM（現地 NGO）に対する支援を通して CBO を巻き込みながらコミュニティ

レベルでの IEC 強化をめざす本プロジェクトは、日本の援助方針および JICA の国別支援実施

方針との整合性は高い。 

 
3） 援助実施方法の適切性 

IEC 強化をめざしたプロジェクト目標を達成するために、NPCS のプログラム実施能力の向

上および CBO やコミュニティ関与の強化（成果 2）を伴った HIV/AIDS 教育の強化（成果 1）

を通して、若年者の HIV/AIDS 問題に関する知識、態度および行動のレベル向上のためのプロ

ジェクト活動を実施することに、論理的誤りはない。 

2007 年 10 月からサンプリング地域として Beira, Caia および Marroneu の各コミュニティで実

施された第 1 回 KAP 調査は、プロジェクト活動開始時の基礎調査として現状分析に有効に活用

された。2009 年 11 月に実施された第 2 回 KAP 調査では、HIV/AIDS に関する知識、態度およ

び行動に対するプロジェクト活動の正負の影響が測定された。両調査とも、効率的に実施され

正確な分析が行われたものと評価出来るが、一方で、資金的な制限のため、調査サンプル数は

2007 年に 160、2009 年に 212 と、ソファラ州の実態を外挿するには「検出力」（統計用語とし

て）が小さすぎる。特に、対象人口が 10,000 を超える場合、1,300 から 1,500 のサンプルを調

査することが統計学的に必要である。 

セミナーや研修棟の活動は、ジェンダーバランスを考慮し、女性、男性の双方に対して実施

された。また、プロジェクト活動では、伝統的指導者および宗教指導者の巻き込みや現地語の

IEC 教材の製作等、モザンビークの社会制度に配慮して実施された。 

 

４－２ 有効性 

以下の理由から、プロジェクトの有効性は、終了時評価の時点で平均して中程度であると考え

られる。 

 

1） プロジェクト目標の達成 

プロジェクトは、プロジェクト目標として、若者世代の行動の変容を促進し、CBO やコミュ

ニティを巻き込んだかたちで HIV 新規感染者数の拡大を防ぐことをめざす。プロジェクト目標

の達成度を測定する指標は、1）最終性交渉時のコンドーム使用率の 10％上昇、2）性的パート

ナー数の減少、3）初性交渉年齢の上昇、および 4）PLWHA に対する若者の差別的態度の緩和

とされている。 

プロジェクトの達成度の評価を評価原則に厳密に則り指標の達成の観点からは、プロジェク

トの達成度は、終了時評価時にはかなり限定的であると考えられる。知識、態度および行動は

依然として不十分と考えられる（表-2）。IEC 活動に含まれていないが、回避が HIV の伝染を防
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表－２ ぐと考えている回答者の割合は 50.5％と

高い。また、コンドームが HIV の伝染を

防ぐと考える回答者の割合は、2007 年の

91.3％から 2009 年は 90.6％と悪化が見ら

れた。さらに、現地調査から、一部の住

民、特に遠隔地では、HIV が「コンドー

ムによって」伝染すると信じるという決

定的な誤解も認められるようである。態

度については、HIV 陽性者と付き合うこ

とができると回答した割合は確実に改善

したが、HIV 陽性の家族と暮らすことの

できるとした回答者の割合は 9.3％と逆

に減少している。 

 他方、第 2 回 KAP 調査ではいくつかの

指標の改善に成功している。HIV 検査を

受ける意志を示した回答者の割合は、プ

ロジェクトの実施を通して 2007 年の

30.0％から 2009 年は 93.4％と大きな上昇

を示したことは、特に注目に値する。さ

らに、「教育された」性交渉を行っている

と答えた回答者の割合は増加しているが、

一方、性交渉中必ずコンドームを使用す

る人の割合は、2007 年の 35.0％から 2009

年は 35.8％と、0.8％のわずかな上昇にとどまり、統計的な差異はないと考えられる。この理由

として、「教育」という言葉が明確に定義されておらず、コンドームの使用だけでなくパートナ

ーに対する誠意や態度の改善、HIV の予防や伝染の知識等、面接相手により様々な意味を含む

ということで説明される。コンドーム使用に十分な向上が見られなかった原因として、演劇の

上演を通じ約 300,000 個のコンドームが郡政府とコミュニティに配布されたのが 2009 年 9 月か

らであり、配布後数カ月しか経っていない 2009 年 11 月の第 2 回 KAP 調査時に、行動変容に対

するコンドーム配布の効果を十分に得ることは困難であったことが考えられる。本プロジェク

トを通して他の援助機関により供与されたコンドームの品質が低く、そのことが若者のコンド

ーム使用を妨げた可能性も現地調査で得られている。 

「４－１ 妥当性」で前述したとおり、資金的な制限のため、サンプル数が 2007 年に 160，

2009 年には 212 と、調査ソファラ州の現実を外挿するには「検出力（統計用語として）」が小

さい。特に、対象人口が 10,000 を超える場合、1,300 から 1,500 のサンプルを調査することが

統計学的に必要である。また、いくつかの質問項目は質問意図が明確でなかった。質問項目に

ついては、それらが知識、態度および行動を正確に測定するため適切に設定されているかどう

か、KAP 調査に専門性を有する人材が事前に検討する必要があったと考えられる。さらに、プ

ロジェクトは、2007 年と 2009 年の結果の違いが本プロジェクトの実施によって導きだされた

ものであるかを統計的証拠を以て理解できるよう、措置を講じる必要があったと考えられる。 
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2） 外部条件 

① 「性教育が sexual health に関連した広範囲のコンテクストを伴った長期的プロセスであ

り、若者の成長に伴って特異的なものとなると認識される。」 

プロジェクト期間中、この前提条件の悪化はなく、影響も観察されていない。NPCS
だけでなく CNCS も、それらの教育的見解を広めるために、プロジェクトの中止後もこ

の外部条件を維持するよう必要な措置をとる必要がある。 
 

② その他の外部条件 
高い離職率は、しばしばモザンビークで実施される技術協力において重要な外部条件と

して認識される。しかしながら、プロジェクト期間中に異動、辞職および退職はほとん

どなく、終了時評価時点ではプロジェクト活動の実施に対する離職率の影響はなかった。 

 
3） 有効性への促進要因 

プロジェクト実施体制の再構築は、プロジェクト活動促進に有効に寄与した。体制の再構築

後、プロジェクト進捗のモニタリン体制に関して JICA、NPCS、CCM の間のコミュニケーショ

ンが改善されている。詳細は、「４－３ 効率性」に示す。 

 

4） 有効性に対する阻害要因 

プロジェクト活動の遅延は、プロジェクト活動の実施を阻害した。第 2 回 KAP 調査で確認さ

れた不完全な指標達成度と不十分な結果は、この遅延に起因したものと考えられる。詳細は、

「４－３ 効率性」に示す。 

 

４－３ 効率性 

プロジェクト活動の大幅な遅延によりプロジェクト効率が減じられ、プロジェクト効率性は終

了時評価の時点で低位中程度と判断される。 

 
1） プロジェクト活動の進捗管理 

各プロセスの活動は活動計画（PO）に沿って実施されたが、予定されたプロジェクト活動は、

全体的に大幅に遅延した。遅延の理由としては、プロジェクト期間の開始年のほとんどが、プ

ロジェクトの基礎準備としての PDM 最終決定や第 1 回 KAP 調査の実施に費やされ、その結果

としてプロジェクト活動が全体的に遅延したことなどが考えられる。このため、プロジェクト

活動の実際の実施期間は、2 年間に大幅に短縮されたと見なすことができる。したがって、計

画された活動が全て実施出来ても、第 2 回 KAP 調査の時点で対象グループに満足な行動変容を

促すには短すぎたと考えられた。 

プロジェクト期間の初期には、関係機関内のコミュニケーションおよび協力関係に問題があ

った。詳細には、プロジェクト活動の実施機関である ICS と、NPCS/CNCS 並びに JICA モザン

ビーク事務所の間に深刻な管理運営上の問題が存在した。ICS は再三の要請にもかかわらず、

プロジェクト関連情報およびデータ報告義務を履行しなかったため、活動計画（PO）に沿った

プロジェクト活動の実施を阻害する結果となった。 

これらの困難な状況に対応し、プロジェクトは実施体制を再構築、整理統合し、プロジェク
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ト活動としての現地 NGO である CCM と IEC 実施を条項とする契約を締結した。プロジェクト

実施体制を再構築したことにより、NPCS および JICA モザンビーク事務所による頻繁なモニタ

リングと評価のもとプロジェクト活動は活性化したが、プロジェクト活動の実際の開始は、ス

ケジュールからほぼ 1 年の遅延が認められた。しかしながら、PDM において規定されている活

動は、プロジェクト関係機関のコーディネートと管理のもと、プロジェクト期間に全て実施さ

れた。 
さらに、プロジェクト対象地域は JICA モザンビーク事務所と CNCS の所在地であるマプト

市から離れており、また技術協力プロジェクトの規定によりカウンターパート組織に予算を直

接分配出来ないことから、プロジェクト管理は、予算管理と進行管理の面で多くの困難が生じ

ていた。プロジェクト管理を CCM に委託することで状況は大幅に改善されたが、JICA および

CNCS による遠隔管理のもとでプロジェクトのコーディネートを効率的に実施するためには、

日本人専門家の派遣等も考慮される必要があったものと考えられる。モニタリングは、NPCS
および JICA による直接観察や、進捗報告などを通じて頻回に行われた。また、実施方法の改

善後、活動のモニタリングや関係者との調整会議を通じた JICA、NPCS、CCM 間の密接なコミ

ュニケーションにより、問題解決がより容易となった。 

 

2） 供与された資機材の有効利用 

パンフレットやポスター等の資材はすべてコミュニティに配布され、移動ユニットセッショ

ンでは翻訳された IEC 啓発のための映画が有効に活用された。 

プロジェクト管理のため供与機材（自動車、コンピュータ、等）および郡の IEC 実施能力強

化のため供与されたもの（カメラ、ラップトップ、プリンタ、プロジェクタ、DVD、発電機）

は、十分に活用されている。しかしながら、ICS が使用していた機器類（ビデオカメラ他）に

ついては、NPCS および CNCS にはそれらを管理する技能を持った人材がいないため、ICS か

ら NPCS に引き継いだ後は使用されていない。 

 

3） 既存リソースとの連携 
① 日本のリソースとの連携実績 

JICA プロジェクト、青年海外協力隊（JOCV）等、日本の他のリソースとの連携実績は

なかった。 

 
② その他のリソースとの連携 

プロジェクトでは、UNICEF、WHO、ITALIAN COOPERATION との会議や、ソファラ州

で HIV/AIDSに取り組む国内 NGOおよび国際 NGOのワークショップへの招待を通じて、

プロジェクト活動の計画段階で他のパートナー機関の巻き込みを試みている。具体的に

は、ITALIAN COOPERATION も HIV/AIDS に係る移動ユニットセッションを実施してお

り、経験情報の共有を目的として現地訪問に招待している。同組織からは、セナ語に翻

訳された映画「History of Miner」のコピーを提供されている。 

 
4） 効率性への促進要因 

プロジェクトは、「３－４ プロジェクト目標の達成状況」で述べたとおり、プロジェクトの
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実際の実施期間としては 2 年という限られた時間にもかかわらず、ポルトガル語から現地語に

翻訳された映画の上映、ラジオセッション、様々なテーマ・様々な対象に対するワークショッ

プなど、コミュニティで多くの活動が実施されている。また、コミュニティ、CBO、その他の

プロジェクト関連機関の関与は本プロジェクトの強みであると考えられる。NPCS および CCM
は、HIV/AIDS を担当する郡レベルの能力強化を実現し、IEC 活動を通常活動として実施できる

ようにするため、5 つの CBO および Haya Haya 劇団等のその他関連俳優らとコミュニティベー

スのネットワークを構築している。HIV/AIDS 対策のための IEC 関連活動のネットワークはプ

ロジェクト活動の効率的な実施に貢献しており、将来的にソファラ州の HIV 罹患率の改善に寄

与するものと考えられる。 

 
5） 効率性に対する阻害要因 

遅延の理由として、日本とモザンビークの会計年度の違いも一因と考えられる。日本の会計

年度は 4 月開始であるが、モザンビークでは 1 月であり、5 カ月の違いが効率的な予算措置に

影響を及ぼしたものと考えられる。 
2009 年 11 月に大統領選挙が行われ、選挙前の 45 日間の選挙運動期間中は政府関係機関が十

分に機能していなかった。選挙運動および選挙期間は、プロジェクト活動が一時的に停滞した。  

 

４－４ インパクト 

プロジェクトの実施に伴い、以下のような正負のインパクトが確認または予測される。 

 

1） 上位目標達成の可能性 

若者世代に対する IEC 強化活動の実施を通してソファラ州の HIV罹患率の減少を期待するこ

とに、論理的な誤りはない。また、HIV 罹患率のわずかな減少はすでに観察されている（表 2）

が、プロジェクト範囲外の外部因子の存在が示唆されることから、減少に対するプロジェクト

の直接的影響を測定することは困難である。また、プロジェクト活動は 15 歳から 24 歳の若者

世代に焦点を絞ったものであったが、映画の公開上映やラジオセッションもコミュニティで実

施され、若者世代だけでなく、学校の生徒や青年・大人世代に対しても裨益しているものと考

えられる。しかしながら、プロジェクト期間内に達成できない問題や、プロジェクトで取り扱

っていない必要な他の活動の問題も、罹患率減少のためには取り組みが必要である。 

前述したとおり、正確な外挿という観点からデータの質を担保するためには、3 年から 5 年

間隔で 1,300 から 1,500 の有効な「検出力」をもった KAP 調査を追加実施していくことが必要

と考えられる。さらに、若者世代だけでなく社会に対しても知識、態度および行動について確

かな影響を引き起こすためには、現在の活動が継続的に実施される必要がある。 

他方、主要幹線道路である「ベイラ街道」を有するソファラ州は、その他の州やその他の国か

らの移動労働者や移民が多く、これらは主要な HIV 伝播者の一つと考えられる。また、抗レト

ロウイルス治療（ART）や、検査のリファラルシステムや品質保証、HIV 検査サービスの提供、

食養など、その他の重要な外部因子に関しては、HIV 罹患率の減少だけでなく、モザンビーク

における HIV/AIDS の総合的な状況改善のためにも、内外の関係機関との連携した取り組みを

考慮する必要がある。 

これらのことは、現在の活動が継続的に実施されることを前提となるため、プロジェクトか
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ら生じる便益の維持拡大、その結果として期待されるソファラ州での HIV/AIDS 罹患率 5％減

少という上位目標の指標達成には、継続的な財政支援および技術支援が必要と考えられる。ま

た、HIV 罹患率の減少に対する影響を促進するためには、HIV 罹患率の減少へ向けた多国間、

多セクター間の協力した取組みが考慮される必要があると考えられる。 
 

2） 上位目標への外部条件 
① 「コンドームが十分に提供されている」 

CNCS、保健省および州政府は、特に女性に対するコンドーム可用性を向上するため、

遠隔地に対するコンドームの配布を推進することを期待される。しかしながら、配布さ

れるコンドームが利用者に進んで使用されるためには、一定の品質レベルを満たしたも

のである必要がある。 

 
② 「若年者の収入発生活動及び娯楽へのアクセスがある。」 

モザンビーク当局とその関係機関は、HIV/AIDS 問題を分野横断的問題として認識して

おり、全力でこの問題に取り組んでいる。新政府でも引き続き地方および遠隔地の開発

を優先課題とするものと考えられ、ソファラ州での収入発生活動および娯楽へのアクセ

スも維持されることが期待される。 

 

3） その他のインパクト 

前述したとおり、HIV/AIDS 関連問題は分野横断的と認識されていることから、IEC 活動の改善

を通じて関係機関内相互に正のインパクトが期待される。 

 

４－５ 自立発展性 

小規模であっても継続的支援が何らかの方法で得られれば、プロジェクトによりもたらされた

便益の自立発展性や自立的な展開も一定程度期待できる。 

 
1） 政策的、制度的側面 

「４－１ 妥当性」で述べたとおり、IEC 活動の強化はモザンビークの重要な保健政策の一

つとされており、IEC 活動の重要性は一定期間、維持されることが大いに期待される。CNCS

は、HIV/AIDS 国家戦略（2005-2009）のもとで、HIV/AIDS 対策ための分野横断的且つ包括的

な対策計画を示しており、高リスクグループとして考えられる若者世代を対象とした IEC 活動

を含むこの計画は、「予防」、「アドボカシー（政策提言）」、「汚名と差別」、「治療」、「緩和」、「調

査」および「コーディネート」の 7 つの重点項目から構成されている。チームは、IEC を含む

それらの原則は次の計画または戦略で縮小されることはない点を口頭で確認した。 

「ベイラ街道」という主要幹線道路を擁するソファラ州は、HIV の流行に対し脆弱な地域と

考えられており、ソファラ州の HIV 罹患率は近年わずがに減少しているが、HIV 予防へ向けた

地理的重要性は変わらない。 

 
2） 財政的側面 

政治的支援は他の州と等しく継続することが期待される一方で、現在の活動を維持するため
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追加的な予算は配分されないものと推察される。しかしながら、中央政府の政策として地方分

権化のプロセスにおいて、財源を自律的に計画することを州および郡に許可しているため、ソ

ファラ州および各郡が今後 HIV/AIDS 問題を優先課題とすれば、一定の予算配分は期待できる。 

他方、プロジェクトにより提供された IEC 活動用機材のほとんどは、郡レベルで十分に機能

しているが、屋外上映会用のアンプや大型スピーカー等、修理または新規購入すべき機材がい

くつか確認されている。また、一方で、移動サービスのための基本的装置や教材はプロジェク

トにより適切に整備され、活動は、コミュニティを含む既存資源を有効に利用して実施されて

いるが、劇団の派遣費用や輸送費等、地方遠隔地域への IEC 移動サービスは一定の予算が必要

である。 

これらの状況をかんがみるに、プロジェクトにより生み出された便益の自立的な発展・展開

が何らかの継続的財政支援なしで確保できるかは困難であると推察される。プロジェクトおよ

びソファラ州関係機関は、プロジェクトの便益の自立発展性のため必要な措置について財政的

観点から討議、整理しておく必要があると考えられる。 

 
3） 技術的側面 

NPCS は、プロジェクト当初より同じコーディネータおよびカウンターパートに業務を割り

当て、一切の離職なくプロジェクトを実施している。現地報告およびモニタリング（現地訪問）

により、彼らが積極的にプロジェクトに従事していることが確認されている。よって、IEC 活

動に係る NPCS の管理能力は、プロジェクトの実行を通じ十分に強化されたものと考えられる。 

しかしながら、ワークショップや映画上映会などの活動の効果測定（可能ならば統計的に）

や、KAP 調査およびその詳細な分析の能力を獲得するには、CNCS および NPCS に対し追加的

な技術支援が必要であると考えられる。さらに、NPCS はすでに自力で現在の活動を実施する

能力を獲得しているものの、モニタリングおよび事前試験・事後試験等から得られた結果を体

系的に分析し、日常の活動に生かすには、より一層の能力強化が必要である。したがって、か

れらは通常業務として IEC 活動を実施する所定のレベルの能力を獲得したものと認められるが、

データの管理と分析に関しまだ技術支援の必要があると考えられる。 
 

4） 総合的自立発展性 

製作的、制度的観点から、HIV/AIDS 対策の重要性にかかるプロジェクトの自立発展性は、

今後も高く維持される見込みである。しかしながら、IEC 活動を通常業務として実施する一定

レベルの能力を獲得した一方で、プロジェクトの実施から得られた便益を維持し、また、質の

高いデータ管理能力の一層の向上を促進するためには、小規模であっても継続的な財政および

技術支援が必要と考えられる。 

 

４－６ 結論 

HIV/AIDS 対策における政策対応の重要性は、終了時評価の時点でもモザンビークの保健に関

する優先政策の一つとして維持されている。さらに、IEC を含む HIV/AIDS 対策への取り組みは、

CNCS および MISAU の次期戦略計画においても優先性は高いものと考えられる。さらに、日本

および JICA の援助方針や社会のニーズとの一致性も確認されている。したがって、プロジェク

トの妥当性は終了時評価の時点で高く維持されているものと考えられる。 
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他方、評価原則に厳密に則った指標の達成という面から見た、プロジェクト目標に関する指標

の達成度では、プロジェクトの達成事項は、終了時評価の時点で若者世代の知識、態度および行

動の改善が不十分であったため、かなり限定される。プロジェクト活動の遅延は、プロジェクト

活動の実行を大きく阻害した。第 2 回 KAP 調査で達成が不完全であり結果が不十分であったこと

は、この遅延に起因する可能性がある。しかし、プロジェクトは、HIV 検査に対する認識の大き

な向上や教育された性交渉等、いくつかの指標の改善には成功した。したがって、プロジェクト

の有効性は終了時評価の時点で平均して中程度であると考えられる。 

各プロセスの活動は活動計画（Plan of Operation）に沿って実施されたが、予定されたプロジェ

クト活動は、全体的に大幅に遅延した。遅延の理由としては、プロジェクト期間の開始年のほと

んどが、プロジェクトの基礎準備としての PDM 最終決定や第 1 回 KAP 調査の実施に費やされ、

その結果としてプロジェクト活動が全体的に遅延したことなどが考えられる。このため、プロジ

ェクト活動の実際の実施期間は、2 年間に大幅に短縮されたと見なすことができるため、実質的

な活動期間では満足な行動変容を促すには短すぎたと考えられた。しかし、NPCS および CCM は、

5 つの CBO およびその他の関係機関らとコミュニティベースのネットワークを築いており、この

ネットワークは、将来、ソファラ州の HIV 罹患率の改善に貢献することが期待される。以上のこ

とから、プロジェクト効率性は、プロジェクト活動の大幅な遅延によってプロジェクト効率性が

低下したため、終了時評価の時点で低位中程度と評価される。  

HIV 罹患率のわずかな減少はすでに観察されているが、外部要因の存在のため、減少に対する

プロジェクトの直接的影響を測定することは困難である。ソファラ州はその他の州や外国からの

移動労働者や移民が多く、それらは主要な HIV 伝播者の一つとなり得る。ART、実験室の照会シ

ステムおよび品質保証、HIV 検査サービスの提供、栄養等、その他の重要な外部条件は、HIV 罹

患率の減少についてだけでなく、HIV/AIDS の総合的な状況改善に関しても考慮に入れなければ

ならない。そのため、HIV 罹患率の減少に対する確実な影響を促すため、HIV 罹患率の減少へ向

けた多国間、多セクター間の取り組みを検討しなければならないと考えられる。 

政治的、制度的面から、HIV/AIDS 抑制の重要性に関するプロジェクトの自立発展性は高く維

持されるであろう。しかし、プロジェクトの実施から得られた利益を維持し、質の高いデータ管

理能力の一層の向上を進めるためには、財政支援および技術支援は､たとえ小規模であっても必要

となる。一方、彼らは、IEC 活動を通常業務として実施する所定レベルの能力を獲得した。した

がって、何らかの手段によって継続的な小規模の支援が提供されれば、プロジェクトにより提供

された利益の自己展開および自律性はある程度期待できる。 
結論として、プロジェクトから得られた利益の維持、向上のため、および一層の開発のために

は、たとえ小規模であっても、財政面および技術面から何らの種類の継続的支援が必要であるこ

とが示唆されている。 
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第５章 提言および教訓 
 

５－１ 提言 

1） 正確な推定に関しデータの質を保証するため、3 年から 5 年の間隔で 1,300 から 1,500 の有

効な「検出力」を以て追加的 KAP 調査を行うことが必要である。 
 

2） 若者世代だけでなく社会に対しても知識、態度および行動に確実な影響を生み出すため、

現在の活動を継続的に実施すべきである。 

 
3） 活動の自立発展性と質を向上させるため、HIV/AIDS 予防知識、NPCS・郡および CBO の

ネットワーク化を含むプロジェクト管理能力の向上のための技術的訓練を推進すべきである。

訓練を実施する場合、参加者の知識変容の評価を行い、訓練方法を改善するため、前後の試

験を正しく行うべきである。 
 

4） よりよい技術協力および受益的自立発展性のため、HIV 罹患率の減少へ向けた多国間、多

セクター間の取り組みを検討すべきである。 

 

5） プロジェクトおよびソファラ州当局は、プロジェクトの利益の自立発展性のため必要な措

置について財政的観点から討議し、整理すべきである。また、中央レベルの CNCS は、国全

体の IEC 活動改善のため、ソファラ州におけるこのプロジェクトの成果を利用すべきである。 

 

５－２ 教訓 

1） 複数の組織のカウンターパートとのプロジェクトを考える場合、プロジェクトの詳細な計

画調査の前に、彼らの関係だけでなく仕事の実績についても慎重に調査を行うべきである。 

 

2） 行動変容を促進するには、よりよい効率性と自立発展性のためコミュニティの関与および

コミュニティを基盤とする組織が必要であると考えられる。 
 

3） 行動変容をめざすプロジェクトについて考える時、全体のうち所定の量を様々な社会条件

の状況において行動変容を促進するために取られる可能性があるため、客観的に検証可能な

指標およびプロジェクト期間については慎重に討議すべきである。 
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